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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成17年
９月１日
至平成18年
２月28日

自平成18年
９月１日
至平成19年
２月28日

自平成19年
９月１日
至平成20年
２月29日

自平成17年
９月１日
至平成18年
８月31日

自平成18年
９月１日
至平成19年
８月31日

売上高（千円） 5,499,728 5,395,934 5,511,244 14,340,873 14,221,827

経常利益（千円） 1,160,485 1,177,125 1,227,572 3,883,408 3,909,423

中間（当期）純利益（千円） 672,956 695,167 721,682 2,272,132 2,305,612

純資産額（千円） 25,663,059 26,861,902 27,266,424 27,274,303 28,461,413

総資産額（千円） 28,943,783 30,040,284 30,464,836 31,223,438 32,392,569

１株当たり純資産額（円） 1,378.29 1,442.68 1,493.66 1,464.83 1,528.59

１株当たり中間（当期）純利益

（円）
36.14 37.34 39.03 122.03 123.83

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 88.7 89.4 89.5 87.4 87.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△410,107 26,727 △102,326 1,911,402 2,349,227

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△6,282,932 △1,871,910 △1,612,457 △6,012,820 △489,032

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,116,378 △1,116,476 △1,821,010 △1,116,772 △1,116,705

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円）
8,182,133 7,813,361 7,980,097 10,773,224 11,517,250

従業員数（人） 513 519 531 517 532

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．平均臨時雇用者数は、臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

EDINET提出書類

ナガイレーベン株式会社(E02809)

半期報告書

 2/48



(2）提出会社の経営指標等

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成17年
９月１日
至平成18年
２月28日

自平成18年
９月１日
至平成19年
２月28日

自平成19年
９月１日
至平成20年
２月29日

自平成17年
９月１日
至平成18年
８月31日

自平成18年
９月１日
至平成19年
８月31日

売上高（千円） 5,499,601 5,395,312 5,510,597 14,339,860 14,219,659

経常利益（千円） 1,084,244 1,057,422 1,108,658 3,566,644 3,559,356

中間（当期）純利益（千円） 633,579 630,780 656,998 2,092,357 2,105,867

資本金（千円） 1,925,273 1,925,273 1,925,273 1,925,273 1,925,273

発行済株式総数（千株） 19,118 19,118 19,118 19,118 19,118

純資産額（千円） 23,784,164 24,775,504 24,993,864 25,250,868 26,242,610

総資産額（千円） 26,828,486 27,737,452 27,965,306 28,996,470 30,026,520

１株当たり純資産額（円） 1,277.38 1,330.63 1,369.17 1,356.16 1,409.42

１株当たり中間（当期）純利益

（円）
34.02 33.88 35.54 112.37 113.10

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 60.00 60.00

自己資本比率（％） 88.7 89.3 89.4 87.1 87.4

従業員数（人） 99 101 105 100 104

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．平均臨時雇用者数は、臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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２【事業の内容】

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　当社及び連結子会社は、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情

報の記載は省略しております。

　なお、会社別の従業員数は次のとおりであります。

　 平成20年２月29日現在

会社名 従業員数（人）

ナガイレーベン㈱ 105 

ナガイ白衣工業㈱ 426 

合計 531 

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満でありますので記載を省略しておりま

す。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（人） 105 

　（注）　従業員数は就業人員であり、顧問契約者11名及び海外事務所の現地社員５名は含んでおりません。

また、臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満でありますので記載を省略しております。

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題に起因する金融・資本市場の混乱

と新興国（アジア、中東、ロシア）の原材料に対する旺盛な需要が原油・穀物・貴金属等の商品先物市場への資金

の流入を生み、原材料価格の更なる上昇を誘発し、新興国への輸出や企業の設備投資は堅調に推移しているものの、

景気の先行きに対する不透明感が強まっております。

　医療・介護業界におきましては、社会保障費の伸びを毎年2,200億円ずつ圧縮するという目標に対し、平成18年度の

概算医療費が４年連続でアップするなどの状況を踏まえ、今後の社会保障費、国民医療費の抑制が大きな課題と

なっております。しかしながら、平成19年の医療機関の倒産が前年比1.6倍の48件に達するなど医療現場は極めて厳

しい状況となっており、業界を取り巻く経営環境は一層厳しさを増しております。　

　メディカルウェア業界におきましては、このような厳しい環境の中、一時期の混乱期は脱したものと見られるもの

の、特に経営基盤の厳しい医療機関・介護事業者の経費削減を目的とした買い控え現象や継続的なケアガウンの需

要の減少などが前期に引き続き発生いたしました。一方、看護・介護職員不足によるマンパワーの増加や「高齢者

医療確保法」に基づく特定健診実施に向けて検診市場が拡大するなどのプラス要因も顕在化し、市場規模はほぼ前

年並みに推移したものと見られます。

　当社グループといたしましては、商品面では軽さ動きやすさを訴求した未来志向型ナースウェアの新ブランド

「ルミカラー」や有料老人ホームをターゲットとしたエレガンステイストの新ブランド「ひらひら」シリーズを

市場投入いたしました。また、営業面では中部、西日本の販促強化や手術市場向け「コンペルパック」の推進、広が

る検診市場への拡販を積極的に行いました。

　その結果、堅調に推移した主力のヘルスケアウェアに加え、手術ウェア、患者ウェアの周辺商品群が大幅な売上増

を達成いたしました。

　生産に関しましては、原材料費の値上げ及び円安による原価上昇要因はありましたが、海外生産へのシフト効果等

により売上原価率の好転を図ることができました。

　また、株主に対する利益還元として、平成19年10月２日開催の取締役会において、取得する株式の総数の上限を

430,000株、株式の取得価額の総額の上限を10億円とする自己株式の取得を決議し、実施いたしております。

　このような状況のもと、当中間連結会計期間の売上高につきましては55億11百万円（前年同期比2.1%増）、営業利

益は11億45百万円（同2.1％増）、経常利益は12億27百万円（同4.3％増）、中間純利益は7億21百万円（同3.8％増）

を計上いたしました。

　なお、当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情

報の記載は省略しております。また、当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外

支店がないため、所在地別セグメント情報の記載事項はありません。
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(2) キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、79億80百万円となり、前

中間連結会計期間末より１億66百万円増加し、また前連結会計年度末よりは35億37百万円減少しました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、１億２百万円（前中間連結会計期間は26百万円の獲得）となりました。

　主な要因は、税金等調整前中間純利益12億22百万円（同11億76百万円）、売上債権の減少額８億52百万円（同９

億66百万円）等による資金の増加と、たな卸資産の増加額９億57百万円（同10億37百万円）、法人税等の支払額

11億49百万円（同11億72百万円）等による資金の減少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、16億12百万円（前中間連結会計期間は18億71百万円の使用）となりました。

　主な要因は、定期預金の預入による支出52億円（同22億円）等による資金の減少と定期預金の払戻による収入

37億円（同１億円）等による資金の増加であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、18億21百万円(前中間連結会計期間は11億16百万円の使用)となりました。

　これは、配当金の支払額11億16百万円(同11億16百万円)と自己株式の取得による支出７億４百万円による資金の

減少であります。

EDINET提出書類

ナガイレーベン株式会社(E02809)

半期報告書

 6/48



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種

類別セグメント情報の記載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。

品目別
当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

メディカルウェア（千円） 3,214,980 98.9

シューズ（千円） ― ―

その他（千円） ― ―

合計（千円） 3,214,980 98.9

　（注）１．生産金額は、製品製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．メディカルウェアの生産実績には、ナースキャップ等の生産実績を含めて記載しておりますが、その製造原

価は少額であります。

(2）商品仕入実績

　当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情報の記

載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。

品目別
当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

メディカルウェア（千円） 645,254 105.6

シューズ（千円） 122,318 85.0

その他（千円） 59,754 74.3

合計（千円） 827,327 99.0

　（注）１．商品仕入金額は、実際仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは、見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情報の記

載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。

品目別
当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前年同期比（％）

メディカルウェア（千円） 5,286,351 102.5

シューズ（千円） 144,451 94.8

その他（千円） 80,440 92.3

合計（千円） 5,511,244 102.1

　（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ワタキューセイモア㈱ 1,061,347 19.7 977,073 17.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありませ

ん。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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５【研究開発活動】

  当社グループの研究開発活動の方針は、ユーザー第一主義に基づき、ユーザーを良く知り、ユーザーに喜んでいただ

ける商品を提供することであります。医療・介護供給体制の変化、ファッションの多様化、医療の高度化等、市場の変化

に応じて要求される高感覚、高機能、高品質商品の開発を目的に、商品企画室において　①営業本部と連動したマーケ

ティング活動、②素材の共同開発、③新商品企画を実施しております。

 ①マーケティング活動

  マーケティングリサーチにより、医療・介護行政、業界の動向、施策を把握し、現場を中心としたユーザーニーズ

を融合させることで、市場開発、商品開発テーマの絞り込みが行われます。

  当中間連結会計期間におきましては、前連結会計年度に引き続き環境問題やリサイクルといった世界的課題に

沿った商品開発、洗濯のアウトソーシングによる医療機関のコスト削減に対応した商品開発、ファッションの多様

化、個性化に応じた商品開発等を開発テーマとして取り上げ、取り組んでまいりました。

 ②素材開発

  マーケティング活動により策定されたテーマを具現化するため、素材メーカー及び仕入先メーカーと素材の共

同開発を行っております。

  当中間連結会計期間におきましては、リサイクル商品の強化、充実をはかるため、防透性能に優れかつエコマー

ク取得の再生ポリエステル素材のさらなる開発の推進、及び手術室で使用される感染対策素材の開発を行いまし

た。

 ③新商品企画

  開発素材をベースに商品試作が行われます。素材特長を活かし、ファッショントレンドを反映したデザイン作

成、人間工学に基づいた機能性を追及したパターン作成を行い、商品サンプルが作られます。サンプルは、使用状況

を考慮した幾度もの厳しい物性試験、モニター活動によるユーザー評価による改良を繰り返し、最終的な新商品と

なります。

  新商品はナガイレーベン㈱のＣＡＤシステム（コンピューターによるデザインシステム）とナガイ白衣工業㈱

のアパレルＣＡＤ・ＣＡＭ（コンピューターによるデザイン及び自動裁断システム）をオンライン化すること

で、迅速かつ正確に商品仕様を生産部門に伝達することが可能となっております。

  当中間連結会計期間の商品実績として、病院市場において、デザイナーズブランドの「KEITA MARUYAMA(ケイ

タ・マルヤマ)」は、ブランドとしてのイメージの確立が出来た、として、更に裾野を広げるべく、ややプロパーゾー

ンを意識した新商品の投入を行い、着実に実績をあげつつあります。ハウスブランドでは動きやすさと軽さを訴求

した新感覚ナースウェアの提案として、「ルミカラー」をリリースいたしました。また、今後増加が期待されるで

あろうドクター分野に新商品を投入、反応の良さを感じております。介護市場ではデザイナーの「横森美奈子」さ

んとのコラボレーション、「ケア☆クルー」は、コーディネート企画としての充実を図ることで、今後の市場へ向

けての足場固めをいたしました。多様化する市場ニーズに沿い打ち出しました「きらきら」シリーズは、介護市

場、病院市場の架け橋として実績をあげるとともに、デザインの追加を行い、好調に推移しております。さらに、介

護の現場で、より「ホスピタリティ」を意識したエレガンステイストのユニフォームとして「ひらひら」シリー

ズを投入いたしました。手術市場における「コンペルパック」はメンテナンス事業者の増加、活動に伴い、着実に

採用される病院が増え、環境意識の高まりと共に実績が上がってきております。

  当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、74,578千円となっております。

  なお、当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント

に関連付けた記載はしておりません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年５月22日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,118,000 19,118,000
 東京証券取引所

 市場第一部
－

計 19,118,000 19,118,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成19年９月１日～

平成20年２月29日 
－ 19,118,000 － 1,925,273 － 2,202,171
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

澤登　一郎 神奈川県川崎市麻生区 2,866 14.99

タイヨウ　ファンド,エル.ピー.

 （常任代理人　香港上海銀行東京支店カ

ストディ業務部） 

1208 ORANGE STREET,

WILMINGTON,

DELAWARE

 （東京都中央区日本橋3-11-1） 

1,648 8.62

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 936 4.90

丸山　悦子 東京都世田谷区 896 4.69

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 783 4.10

株式会社安立
東京都新宿区三栄町19-5　四谷税経

ビル
579 3.03

澤登　辰郎 東京都中央区 527 2.76

ステート　ストリート　バンク　アンド

トラスト　カンパニー

（常任代理人　㈱みずほコーポレート

銀行）

P.O.

BOX 351 BOSTON MASSACHUS

ETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区日本橋兜町6-7）

441 2.31

露口　誠 東京都小平市 400 2.09

有限会社登龍 東京都中央区築地3-17-10 399 2.09

計 － 9,477 49.57

　（注）１．当社は、自己株式863千株を保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。

　２．Taiyo Fund Management Co. LLCから平成17年９月14日付の「大量保有報告書」の写しの送付があり、平成17年

８月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末時点の所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、「大量保有報告書」の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 所有株式数（千株）
発行済株式総数に対する　所

有株式数の割合（％）

Taiyo Fund Management Co. LLC 1,780 9.31
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 863,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,253,300 182,533 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  19,118,000 － －

総株主の議決権 － 182,533 －

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ナガイレーベン株式会社
東京都千代田区岩本町

1-2-19
863,200 － 863,200 4.52

計 － 863,200 － 863,200 4.52

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年９月 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月

最高（円） 2,135 2,145 2,140 2,100 1,989 1,900

最低（円） 1,962 1,921 1,730 1,880 1,731 1,695

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年９月１日から平成

20年２月29日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年９月１日から平成20年２月29日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   15,813,361   14,073,446   16,614,430  

２．受取手形及び売掛
金

  3,639,231   3,690,090   4,547,821  

３．有価証券   －   2,006,651   1,502,820  

４．たな卸資産   4,141,862   4,281,333   3,323,475  

５．その他   193,868   338,722   239,854  

貸倒引当金   △2,549   △2,600   △3,195  

流動資産合計   23,785,775 79.2  24,387,644 80.1  26,225,206 81.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物  5,089,173   5,113,755   5,092,043   

減価償却累計額  2,863,519 2,225,654  2,964,489 2,149,265  2,903,835 2,188,207  

(2）土地   2,558,051   2,558,051   2,558,051  

(3) 建設仮勘定   250   －   －  

(4）その他  2,060,948   2,048,143   2,044,760   

減価償却累計額  1,479,656 581,291  1,524,283 523,860  1,508,083 536,677  

有形固定資産合計   5,365,247 17.9  5,231,178 17.1  5,282,936 16.3

２．無形固定資産   94,928 0.3  83,261 0.3  88,955 0.3

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   390,329   291,516   387,263  

(2）その他   404,017   475,215   410,082  

貸倒引当金   △13   △3,980   △1,874  

投資その他の資産
合計

  794,333 2.6  762,752 2.5  795,470 2.4

固定資産合計   6,254,509 20.8  6,077,192 19.9  6,167,362 19.0

資産合計   30,040,284 100.0  30,464,836 100.0  32,392,569 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間連結会計期間末
（平成20年２月29日）

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛
金

  1,998,803   1,925,557   1,869,461  

２．未払法人税等   464,389   466,641   1,167,472  

３．賞与引当金   76,181   76,687   82,020  

４．その他   226,914   270,018   400,240  

流動負債合計   2,766,289 9.2  2,738,904 9.0  3,519,193 10.8

           

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金   263,875   264,243   259,826  

２．役員退職慰労引当
金

  117,800   129,550   122,920  

３．その他   30,417   65,714   29,215  

固定負債合計   412,092 1.4  459,508 1.5  411,962 1.3

負債合計   3,178,382 10.6  3,198,412 10.5  3,931,156 12.1

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  1,925,273 6.4  1,925,273 6.3  1,925,273 6.0

２．資本剰余金 　  2,358,190 7.9  2,358,190 7.7  2,358,190 7.3

３．利益剰余金 　  23,115,514 76.9  24,330,475 79.9  24,725,959 76.3

４．自己株式 　  △647,048 △2.2  △1,351,915 △4.4  △647,048 △2.0

株主資本合計 　  26,751,930 89.0  27,262,023 89.5  28,362,375 87.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  92,356 0.3  34,440 0.1  90,465 0.3

２．繰延ヘッジ損益 　  17,615 0.1  △30,040 △0.1  8,572 0.0

評価・換算差額等合
計

　  109,971 0.4  4,400 0.0  99,037 0.3

純資産合計 　  26,861,902 89.4  27,266,424 89.5  28,461,413 87.9

負債純資産合計 　  30,040,284 100.0  30,464,836 100.0  32,392,569 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
要約連結損益計算書

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,395,934 100.0  5,511,244 100.0  14,221,827 100.0

Ⅱ　売上原価   3,058,161 56.7  3,096,833 56.2  8,043,724 56.6

売上総利益   2,337,773 43.3  2,414,410 43.8  6,178,102 43.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,215,136 22.5  1,268,530 23.0  2,400,638 16.8

営業利益   1,122,637 20.8  1,145,879 20.8  3,777,464 26.6

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  20,384   47,258   57,902   

２．受取配当金  1,484   1,718   3,666   

３．受取賃貸料  31,131   31,544   61,343   

４．雑収入  4,213 57,213 1.1 5,826 86,348 1.6 11,734 134,647 0.9

Ⅴ　営業外費用           

１．自己株式取得費用  －   2,925   －   

２．為替差損  －   1,729   －   

３．保険解約損  2,682   －   2,682   

４．雑損失  43 2,725 0.1 1 4,656 0.1 5 2,687 0.0

経常利益   1,177,125 21.8  1,227,572 22.3  3,909,423 27.5

Ⅵ　特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 707 707 0.0 － － － 730 730 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産除売却損 ※３ 1,691   2,960   5,740   

２．投資有価証券評価
損

　 － 1,691 0.0 1,859 4,819 0.1 245 5,985 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益

  1,176,141 21.8  1,222,752 22.2  3,904,168 27.5

法人税、住民税及び
事業税

 448,302   456,869   1,603,065   

法人税等調整額  32,671 480,973 8.9 44,200 501,070 9.1 △4,509 1,598,556 11.3

中間（当期）純利
益

  695,167 12.9  721,682 13.1  2,305,612 16.2
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年８月31日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 23,537,514 △647,048 27,173,929

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △1,117,166  △1,117,166

中間純利益   695,167  695,167

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － △421,999 － △421,999

平成19年２月28日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 23,115,514 △647,048 26,751,930

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日　残高（千円） 96,950 3,422 100,373 27,274,303

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166

中間純利益    695,167

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△4,594 14,192 9,598 9,598

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△4,594 14,192 9,598 △412,400

平成19年２月28日　残高（千円） 92,356 17,615 109,971 26,861,902

当中間連結会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年８月31日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 24,725,959 △647,048 28,362,375

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △1,117,166  △1,117,166

中間純利益   721,682  721,682

自己株式の取得    △704,867 △704,867

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － △395,484 △704,867 △1,100,351

平成20年２月29日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 24,330,475 △1,351,915 27,262,023

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年８月31日　残高（千円） 90,465 8,572 99,037 28,461,413

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166

中間純利益    721,682

自己株式の取得    △704,867

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△56,024 △38,613 △94,637 △94,637

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△56,024 △38,613 △94,637 △1,194,988
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日　残高（千円） 34,440 △30,040 4,400 27,266,424

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年８月31日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 23,537,514 △647,048 27,173,929

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △1,117,166  △1,117,166

当期純利益   2,305,612  2,305,612

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 1,188,445 － 1,188,445

平成19年８月31日　残高（千円） 1,925,273 2,358,190 24,725,959 △647,048 28,362,375

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日　残高（千円） 96,950 3,422 100,373 27,274,303

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166

当期純利益    2,305,612

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△6,485 5,149 △1,336 △1,336

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△6,485 5,149 △1,336 1,187,109

平成19年８月31日　残高（千円） 90,465 8,572 99,037 28,461,413
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年９月１日
至 平成20年２月29日)

前連結会計年度要約連結

キャッシュ・フロー計算

書

(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  1,176,141 1,222,752 3,904,168

減価償却費  132,108 128,594 259,218

貸倒引当金の増加額  1,075 1,510 3,583

賞与引当金の増減額  △4,570 △5,333 1,268

退職給付引当金の増減額  3,510 4,416 △538

役員退職慰労引当金の増減額  △5,220 6,630 △100

受取利息及び受取配当金  △21,868 △48,977 △61,568

有形固定資産売却益  △707 － △730

有形固定資産除売却損  1,691 2,960 5,740

投資有価証券評価損  － 1,859 245

売上債権の減少額  966,791 852,258 48,773

たな卸資産の増加額  △1,037,478 △957,858 △219,091

仕入債務の増減額  88,702 56,813 △41,167

未払消費税等の減少額  △109,660 △90,595 △13,080

その他  6,766 △152,004 30,684

小計  1,197,280 1,023,027 3,917,404

利息及び配当金の受取額  1,968 24,081 45,805

法人税等の支払額  △1,172,521 △1,149,435 △1,613,983

営業活動によるキャッシュ・フロー  26,727 △102,326 2,349,227

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △2,200,000 △5,200,000 △8,100,000

定期預金の払戻による収入  100,000 3,700,000 7,400,000

有形固定資産の取得による支出  △50,520 △86,989 △61,601

有形固定資産の売却による収入  2,523 597 2,806

無形固定資産の取得による支出  △15,692 △9,220 △20,841

投資有価証券の取得による支出  △333 △335 △667

投資有価証券の売却による収入  292,113 － 292,113

その他  － △16,508 △841

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,871,910 △1,612,457 △489,032
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前中間連結会計期間

(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年９月１日
至 平成20年２月29日)

前連結会計年度要約連結

キャッシュ・フロー計算

書

(自 平成18年９月１日
至 平成19年８月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

自己株式の取得による支出  － △704,867 －

配当金の支払額  △1,116,476 △1,116,143 △1,116,705

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,116,476 △1,821,010 △1,116,705

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  1,796 △1,358 537

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  △2,959,862 △3,537,152 744,026

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  10,773,224 11,517,250 10,773,224

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※1 7,813,361 7,980,097 11,517,250
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　連結子会社はナガイ白衣工業㈱１

社であります。非連結子会社はあり

ません。

同左 同左

２．持分法の適用に関する

事項

　　該当事項はありません。 同左  同左

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。

同左 　連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

４．会計処理基準に関する

事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

 同左

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

主として総平均法による原価

法

③　たな卸資産

同左

③　たな卸資産

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は

定額法、建物以外については定率

法によっております。

　ただし、ナガイレーベン物流セ

ンター及び西日本物流センター

については、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は

定額法、建物以外については定率

法によっております。

　ただし、ナガイレーベン物流セ

ンター及び西日本物流センター

については、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物 15～45年

機械装置 ７年、12年

 建物 15～45年

機械装置 ７年、12年
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

  （追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　なお、これによる損益への影響

は軽微であります。

 

 ②　無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

 ③　長期前払費用

　定額法によっております。

③　長期前払費用

同左

③　長期前払費用

同左

 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

③　退職給付引当金

同左

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金支給に

関する内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金支給に

関する内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

(4) 重要なリース取引の処理方法

――――

(4) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　なお、為替予約及びクーポンス

ワップについては、振当処理の要

件を満たすことから振当処理を

採用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約取引

クーポンスワップ取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

外貨建金銭債務

（外貨建予定取引を含む）

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

　輸入商品購入予定額を基に、月

別外貨支払見込額を限度とし、為

替相場の動向を勘案の上、支払見

込額に対する予約割合を決定・

実行しており、投機を目的とした

取引は一切行わない方針であり

ます。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

 (6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

であります。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

―――― ―――― (固定資産の減価償却の方法)

  平成19年度の税制改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　なお、これによる損益への影響は軽微であり

ます。

注記事項

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額

従業員給与手当 360,063千円

広告宣伝費 185,173 

退職給付費用 14,578 

役員退職慰労引当

金繰入額
5,370 

賞与引当金繰入額 47,218 

従業員給与手当 377,273千円

広告宣伝費 187,923 

退職給付費用 14,076 

役員退職慰労引当

金繰入額
6,630 

賞与引当金繰入額 47,662 

従業員給与手当 773,837千円

広告宣伝費 245,252 

退職給付費用 29,160 

役員退職慰労引当

金繰入額
10,240 

賞与引当金繰入額 51,675 

※２．固定資産売却益の内訳 ※２.　　　　　　―――― ※２．固定資産売却益の内訳

その他の有形固定

資産売却益
707千円

 その他の有形固定

資産売却益
730千円

※３．固定資産除売却損の内訳 ※３．固定資産除売却損の内訳 ※３．固定資産除売却損の内訳

建物及び構築物除

却損
230千円

その他の有形固定

資産除却損
950　

その他の有形固定

資産売却損
510　

計 1,691 

建物及び構築物除

却損
1,459千円

その他の有形固定

資産除却損
992　

その他の有形固定

資産売却損
508　

計 2,960 

建物及び構築物除

却損
2,881千円

その他の有形固定

資産除却損
2,348 

その他の有形固定

資産売却損
510 

計 5,740 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,118,000 － － 19,118,000

合計 19,118,000 － － 19,118,000

自己株式     

普通株式 498,554 － － 498,554

合計 498,554 － － 498,554

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月21日

定時株主総会
普通株式 1,117,166 60.00 平成18年８月31日 平成18年11月22日

当中間連結会計期間（自平成19年９月１日　至平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,118,000 － － 19,118,000

合計 19,118,000 － － 19,118,000

自己株式     

普通株式（注） 498,554 364,680 － 863,234

合計 498,554 364,680 － 863,234

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 364,680株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 364,600

株、単元未満株式の買取りによる増加 80株であります。

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月22日

定時株主総会
普通株式 1,117,166 60.00 平成19年８月31日 平成19年11月26日

前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 19,118,000 － － 19,118,000

合計 19,118,000 － － 19,118,000

自己株式     
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 498,554 － － 498,554

合計 498,554 － － 498,554

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月21日

定時株主総会
普通株式 1,117,166 60.00 平成18年８月31日 平成18年11月22日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月22日

定時株主総会
普通株式 1,117,166  利益剰余金 60.00 平成19年８月31日 平成19年11月26日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

（平成19年２月28日現在） （平成20年２月29日現在） （平成19年８月31日現在）

現金及び預金勘定 15,813,361千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金

 

△8,000,000

　

現金及び現金同等物 7,813,361　

現金及び預金勘定 14,073,446千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金

 

△8,100,000

　

有価証券勘定（

MMF）

2,006,651　

現金及び現金同等物 7,980,097　

現金及び預金勘定 16,614,430千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金

 

△6,600,000

　

有価証券勘定（

MMF）

1,502,820　

現金及び現金同等物 11,517,250　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1)株式 223,223 378,522 155,298

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 223,223 378,522 155,298

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

（その他有価証券）  

非上場株式 11,806

当中間連結会計期間末（平成20年２月29日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1)株式 221,787 279,710 57,922

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 221,787 279,710 57,922

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,859千円の減損処理を行っておりま

す。なお、減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に対し、50％以上下落した場合に著し

い下落があったものと判断し、回復の見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行うこととしておりま

す。　　　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

（その他有価証券）  

マネー・マネージメント・ファンド 2,006,651

非上場株式 11,806

前連結会計年度末（平成19年８月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1)株式 223,312 375,456 152,144

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

合計 223,312 375,456 152,144

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について245千円の減損処理を行っております。な

お、減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に対し、50％以上下落した場合に著しい下落が
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あったものと判断し、回復の見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行うこととしております。　　　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

（その他有価証券）  

マネー・マネージメント・ファンド 1,502,820

非上場株式 11,806

（デリバティブ取引関係）

　前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成19年９月１日　

至平成20年２月29日）及び前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）において当社グループ

は、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、デリバティブ取引を実施していないため、該当事項は

ありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成19年９月１日

　至平成20年２月29日）及び前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）において当社グルー

プは、各種メディカルウェアの製造・販売を行っており、異なる事業区分はありません。

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成19年９月１日

　至平成20年２月29日）及び前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）において当社グルー

プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成19年９月１日

　至平成20年２月29日）及び前連結会計年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）において当社グルー

プは、海外売上高が連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 1,442円68銭

１株当たり中間純利益 37円34銭

１株当たり純資産額 1,493円66銭

１株当たり中間純利益 39円03銭

１株当たり純資産額 1,528円59銭

１株当たり当期純利益 123円83銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

中間（当期）純利益（千円） 695,167 721,682 2,305,612

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 695,167 721,682 2,305,612

期中平均株式数（株） 18,619,446 18,488,274 18,619,446

（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

―――― ―――― (自己株式の取得)

　当社は、平成19年10月２日開催の取締役会に

おいて、会社法第165条第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基

づき、自己株式を取得することを決議いたし

ました。

（1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本

政策を遂行するため

（2）取得の方法

東京証券取引所における市場買付

（3）取得する株式の総数

430,000株（上限）

（発行済株式総数に対する割合　2.2％）

（4）取得価額の総額

1,000百万円（上限）

（5）取得する期間

平成19年10月３日から平成20年10月２日

まで

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度要約貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  14,257,378   12,400,089   15,032,949   

２．受取手形  1,647,275   1,580,132   2,705,053   

３．売掛金  1,991,780   2,109,783   1,842,517   

４．有価証券  －   2,006,651   1,502,820   

５．たな卸資産  3,676,310   3,715,502   2,777,998   

６．その他  104,693   258,096   168,250   

貸倒引当金  △2,549   △2,600   △3,195   

流動資産合計   21,674,889 78.1  22,067,656 78.9  24,026,395 80.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物  2,172,112   2,101,208   2,136,742   

(2）土地  2,558,051   2,558,051   2,558,051   

(3）建設仮勘定  250   －   －   

(4）その他  485,214   431,191   458,490   

有形固定資産合計  5,215,629   5,090,452   5,153,284   

２．無形固定資産  85,581   75,262   80,813   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  389,892   291,080   386,826   

(2）その他  371,473   444,835   381,074   

貸倒引当金  △13   △3,980   △1,874   

投資その他の資産
合計

 761,352   731,935   766,026   

固定資産合計   6,062,563 21.9  5,897,650 21.1  6,000,125 20.0

資産合計   27,737,452 100.0  27,965,306 100.0  30,026,520 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度要約貸借対照表
（平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  1,374,607   1,334,387   1,310,097   

２．買掛金  760,855   712,418   753,894   

３．未払法人税等  388,704   411,667   1,092,753   

４．賞与引当金  44,116   44,402   48,320   

５．その他 ※２ 142,482   163,673   319,746   

流動負債合計   2,710,766 9.8  2,666,549 9.5  3,524,812 11.7

Ⅱ　固定負債           

１．退職給付引当金  121,719   131,197   127,091   

２．役員退職慰労引当
金

 99,045   107,980   102,790   

３．その他  30,417   65,714   29,215   

固定負債合計   251,182 0.9  304,892 1.1  259,097 0.9

負債合計   2,961,948 10.7  2,971,441 10.6  3,783,910 12.6

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  1,925,273 6.9  1,925,273 6.9  1,925,273 6.4

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 2,202,171   2,202,171   2,202,171   

(2）その他資本剰余金 　 435,362   435,362   435,362   

資本剰余金合計 　  2,637,534 9.5  2,637,534 9.4  2,637,534 8.8

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 410,000   410,000   410,000   

(2）その他利益剰余金 　          

固定資産圧縮積
立金

　 46,607   45,020   45,810   

別途積立金 　 18,600,000   19,500,000   18,600,000   

繰越利益剰余金 　 1,695,882   1,812,389   3,171,767   

利益剰余金合計 　  20,752,490 74.8  21,767,409 77.8  22,227,577 74.0

４．自己株式 　  △647,048 △2.3  △1,351,915 △4.8  △647,048 △2.1

株主資本合計 　  24,668,250 88.9  24,978,301 89.3  26,143,337 87.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  92,356 0.3  34,440 0.1  90,465 0.3

２．繰延ヘッジ損益 　  14,897 0.1  △18,877 △0.0  8,807 0.0

評価・換算差額等合
計

　  107,254 0.4  15,563 0.1  99,272 0.3

純資産合計 　  24,775,504 89.3  24,993,864 89.4  26,242,610 87.4

負債純資産合計 　  27,737,452 100.0  27,965,306 100.0  30,026,520 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度要約損益計算書
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,395,312 100.0  5,510,597 100.0  14,219,659 100.0

Ⅱ　売上原価   3,210,508 59.5  3,246,318 58.9  8,436,460 59.3

売上総利益   2,184,803 40.5  2,264,278 41.1  5,783,198 40.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,226,682 22.7  1,277,709 23.2  2,434,339 17.1

営業利益   958,121 17.8  986,568 17.9  3,348,859 23.6

Ⅳ　営業外収益 ※２ 101,985 1.9  126,506 2.3  213,182 1.4

Ⅴ　営業外費用 ※３ 2,683 0.1  4,416 0.1  2,685 0.0

経常利益   1,057,422 19.6  1,108,658 20.1  3,559,356 25.0

Ⅵ　特別利益   705 0.0  － －  729 0.0

Ⅶ　特別損失   883 0.0  3,799 0.1  4,735 0.0

税引前中間（当
期）純利益

  1,057,244 19.6  1,104,859 20.0  3,555,350 25.0

法人税、住民税及び
事業税

 373,351   402,016   1,454,508   

法人税等調整額  53,113 426,464 7.9 45,844 447,861 8.1 △5,026 1,449,482 10.2

中間（当期）純利
益

  630,780 11.7  656,998 11.9  2,105,867 14.8
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年９月１日　至　平成19年２月28日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年８月31日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 47,397 17,800,000 2,981,479 △647,048 25,154,636

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当       △1,117,166  △1,117,166

別途積立金の積立      800,000 △800,000  －

固定資産圧縮積立金の取崩     △789  789  －

中間純利益       630,780  630,780

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

         

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － △789 800,000 △1,285,596 － △486,386

平成19年２月28日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 46,607 18,600,000 1,695,882 △647,048 24,668,250

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日　残高
（千円）

96,950 △719 96,231 25,250,868

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166

別途積立金の積立    －

固定資産圧縮積立金の取崩    －

中間純利益    630,780

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△4,594 15,616 11,022 11,022

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△4,594 15,616 11,022 △475,364

平成19年２月28日　残高
（千円）

92,356 14,897 107,254 24,775,504

当中間会計期間（自　平成19年９月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年８月31日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 45,810 18,600,000 3,171,767 △647,048 26,143,337

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当       △1,117,166  △1,117,166

別途積立金の積立      900,000 △900,000  －

固定資産圧縮積立金の取崩     △789  789  －

中間純利益       656,998  656,998

自己株式の取得        △704,867 △704,867

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － － △789 900,000 △1,359,378 △704,867 △1,165,035

平成20年２月29日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 45,020 19,500,000 1,812,389 △1,351,915 24,978,301

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年８月31日　残高
（千円）

90,465 8,807 99,272 26,242,610

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166

別途積立金の積立    －

固定資産圧縮積立金の取崩    －

中間純利益    656,998

自己株式の取得    △704,867

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△56,024 △27,685 △83,709 △83,709

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△56,024 △27,685 △83,709 △1,248,745

平成20年２月29日　残高
（千円）

34,440 △18,877 15,563 24,993,864

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年８月31日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 47,397 17,800,000 2,981,479 △647,048 25,154,636

事業年度中の変動額          

剰余金の配当       △1,117,166  △1,117,166

別途積立金の積立      800,000 △800,000  －

固定資産圧縮積立金の取崩     △1,587  1,587  －

当期純利益       2,105,867  2,105,867

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △1,587 800,000 190,288 － 988,700

平成19年８月31日　残高
（千円）

1,925,273 2,202,171 435,362 410,000 45,810 18,600,000 3,171,767 △647,048 26,143,337

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年８月31日　残高
（千円）

96,950 △719 96,231 25,250,868

事業年度中の変動額     

剰余金の配当    △1,117,166
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

別途積立金の積立    －

固定資産圧縮積立金の取崩    －

当期純利益    2,105,867

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

△6,485 9,526 3,041 3,041

事業年度中の変動額合計
（千円）

△6,485 9,526 3,041 991,742

平成19年８月31日　残高
（千円）

90,465 8,807 99,272 26,242,610
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

①　有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法

①　有価証券

子会社株式

同左

①　有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

 同左

②　デリバティブ

同左

 ③　たな卸資産

商品

　総平均法による原価法によっ

ております。

③　たな卸資産

商品

同左

③　たな卸資産

商品

同左

 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

によっております。

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の

方法

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は

定額法、建物以外については定率

法によっております。

　ただし、ナガイレーベン物流セ

ンター及び西日本物流センター

については、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

①　有形固定資産

 同左

①　有形固定資産

　建物（建物附属設備を除く）は

定額法、建物以外については定率

法によっております。

　ただし、ナガイレーベン物流セ

ンター及び西日本物流センター

については、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 　建物　　　　　 15～45年

　機械装置　　　　　 12年

 　建物　　　　　 15～45年

　機械装置　　　　　 12年

  （追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　なお、これによる損益への影響

は軽微であります。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

 ②　無形固定資産

　定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左

 ③　長期前払費用

　定額法によっております。

③　長期前払費用

同左

③　長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上し

ております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

③　退職給付引当金

同左

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異については、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

期から費用処理することとして

おります。

 ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金支給に

関する内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金支給に

関する内規に基づく期末要支給

額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

４．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　なお、為替予約及びクーポンス

ワップについては、振当処理の要

件を満たすことから振当処理を

採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

為替予約取引

クーポンスワップ取引

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

外貨建金銭債務

（外貨建予定取引を含む）

・ヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

　輸入商品購入予定額を基に、月

別外貨支払見込額を限度とし、為

替相場の動向を勘案の上、支払見

込額に対する予約割合を決定・

実行しており、投機を目的とした

取引は一切行わない方針であり

ます。

③　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ方針

同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理

同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

―――― ―――― (固定資産の減価償却の方法)

  平成19年度の税制改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　なお、これによる損益への影響は軽微であり

ます。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年２月28日）

当中間会計期間末
（平成20年２月29日）

前事業年度末
（平成19年８月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

3,639,687千円 3,775,808千円 3,693,385千円

※２．消費税等の取扱い ※２．消費税等の取扱い ※２.　　　　　　――――

　　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。

同左  

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額

有形固定資産 96,212千円

無形固定資産 12,427 

有形固定資産 92,134千円

無形固定資産 13,546 

有形固定資産 186,657千円

無形固定資産 25,401 

※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの

受取利息 18,835千円

受取配当金 11,484 

受取賃貸料 69,366 

受取利息 39,518千円

受取配当金 11,718 

受取賃貸料 69,779 

受取利息 50,780千円

受取配当金 13,666 

受取賃貸料 137,814 

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの

保険解約損 2,682千円 自己株式取得費用 2,925千円 保険解約損 2,682千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成18年９月１日　至平成19年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

自己株式     

　普通株式 498,554 － － 498,554

合計 498,554 － － 498,554

当中間会計期間（自平成19年９月１日　至平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

自己株式     

　普通株式（注） 498,554 364,680 － 863,234

合計 498,554 364,680 － 863,234

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 364,680株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加 364,600

株、単元未満株式の買取りによる増加 80株であります。

前事業年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

EDINET提出書類

ナガイレーベン株式会社(E02809)

半期報告書

40/48



 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

　普通株式 498,554 － － 498,554

合計 498,554 － － 498,554

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

１株当たり純資産額 1,330円63銭

１株当たり中間純利益 33円88銭

１株当たり純資産額 1,369円17銭

１株当たり中間純利益 35円54銭

１株当たり純資産額 1,409円42銭

１株当たり当期純利益 113円10銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前中間会計期間
（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間
（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

中間（当期）純利益（千円） 630,780 656,998 2,105,867

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 630,780 656,998 2,105,867

期中平均株式数（株） 18,619,446 18,488,274 18,619,446
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成18年９月１日
至　平成19年２月28日）

当中間会計期間

（自　平成19年９月１日
至　平成20年２月29日）

前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

―――― ―――― (自己株式の取得)

　当社は、平成19年10月２日開催の取締役会に

おいて、会社法第165条第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基

づき、自己株式を取得することを決議いたし

ました。

（1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本

政策を遂行するため

（2）取得の方法

東京証券取引所における市場買付

（3）取得する株式の総数

430,000株（上限）

（発行済株式総数に対する割合　2.2％）

（4）取得価額の総額

1,000百万円（上限）

（5）取得する期間

平成19年10月３日から平成20年10月２日

まで

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第58期）（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）平成19年11月22日関東財務局長に提出

(2)　有価証券報告書の訂正報告書

　事業年度（第58期）（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）にかかる訂正報告書

平成19年12月14日関東財務局長に提出

(3)　自己株券買付状況報告書

　報告期間（自　平成19年10月３日　至　平成19年10月31日）　　　　　平成19年11月５日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）　　　　　平成19年12月３日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）　　　　　平成20年１月８日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）　　　　　平成20年２月６日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）　　　　　平成20年３月４日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）　　　　　平成20年４月１日関東財務局長に提出

　報告期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年４月30日）　　　　　平成20年５月１日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年５月２１日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登　一郎　殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　康晴　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガイ

レーベン株式会社の平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

９月１日から平成１９年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ナガイレーベン株式会社及び連結子会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年９月１日から平成１９年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

EDINET提出書類

ナガイレーベン株式会社(E02809)

半期報告書

45/48



独立監査人の中間監査報告書

  平成２０年５月２１日

ナガイレーベン株式会社   

取締役会 御中

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　裕輔　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるナガイレーベン株式会社の平成１９年９月１日から平成２０年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年９月１日から平成２０年２月２９日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ナガイレーベン株式会社及び連結子会社の平成２０年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年９月１日から平成２０年２月２９日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年５月２１日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登　一郎　殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　康晴　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガイ

レーベン株式会社の平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１８年

９月１日から平成１９年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ナガイレーベン株式会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年９

月１日から平成１９年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成２０年５月２１日

ナガイレーベン株式会社   

取締役会 御中

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩渕　信夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 網本　重之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　裕輔　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるナガイレーベン株式会社の平成１９年９月１日から平成２０年８月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間

（平成１９年９月１日から平成２０年２月２９日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかど

うかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ナガイレーベン株式会社の平成２０年２月２９日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年９

月１日から平成２０年２月２９日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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